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道営住宅整備活用計画（道営住宅長寿命化計画）

１ 計画の目的と位置づけ

２ 計画期間

３ 道営住宅のストックの状況 （令和6年度末時点）

４ 整備・活用の基本的な考え方 （道営住宅整備活用方針[抜粋]）

「北海道住生活基本計画」、「道営住宅整備活用方針」に基

づき、道営住宅の管理戸数の適正化と長期的な視点に立っ

た維持管理の考え方を定め、ストックの経過年数などに応

じた適切な活用を図ることを目的とする。

令和８年度～令和１７年度

※前期５か年（令和８年度～令和１２年度）の終了時に見直しを行う

管理開始年度毎の構造別管理戸数（令和６年度末時点）

・管理戸数 21,866戸

・建設後３５年以上を経過する戸数が過半数を占める

道営住宅の整備及び活用にあたっては、以下を基本的な考

え方として取り組む。

（１）市町村の補完的役割として整備、活用を図る。

（２）管理戸数は、市町村営住宅の管理戸数の動向や道内の

公営住宅に占める割合を勘案し、適正化に努める。

（３）既存住宅の居住水準の維持、向上を図る。

（４）基幹産業の振興やコミュニティの再構築といった地域の

課題に対応し、道が自ら取り組む施策の推進や市町村が

取り組む施策を支援するため、庁内や市町村、関係団体

などと連携して、整備及び活用を図る。

（５）ライフサイクル・コストの縮減に努める。

（６）地域ごとに以下を基本として、整備及び活用を図る。

・札幌市内の団地

団地の再編により、跡地や余剰地の活用を進める。

・札幌市周辺の市の団地

特に管理戸数の適正化を図る。大規模住宅団地の再編

により、跡地や余剰地の活用を進める。

・地方部において中核的な役割を果たす都市の団地

分散する老朽化した住宅の移転集約などに取り組む。

・比較的規模の小さな都市の団地

地域の実情などを踏まえ、団地の規模などについて柔

軟に対応した整備及び活用を図る。
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道営住宅整備活用計画（道営住宅長寿命化計画）

５ 整備・活用の手法 ６ 整備・活用手法の選定の考え方

長期的に維持管理する住棟は、定期的な点検により劣化状

況を確認し、必要な修繕を実施のうえ維持管理を図る。

■維持管理

■改善

■建替

■用途廃止

長期的に維持管理する住棟は、修繕のほか、耐久性や居住

性の向上、安全性確保といった性能向上のための改善を

計画的に行う。

建築後一定期間が経過し、面積が一定の水準に満たない、

又は3階建以上でエレベーター未設置の住棟は建替を行う。

建築後一定期間が経過し、需要が少ない住棟などは用途

廃止を行う。

■目的外使用

空き住戸の有効活用に向けて、本来の入居対象者の入居

を阻害しない範囲で、地域課題の解決につながる柔軟な

活用を行う。

■新たな配置による整備

市町村から道営住宅の整備、活用と連携した取組について

提案を受け、その必要性等が認められる場合は、適正な管

理戸数の範囲内で新たに配置し、整備を行う。
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住棟の物理的特性

安全性（躯体・避難・経過年数）

居住性（住戸面積・省エネ・バリアフリー等）

・エレベーター ・暖房用燃料の集中供給 ・住戸内の手摺

・内窓の樹脂サッシ ・浴室仕様（UB、三点給湯）

長寿命化改善の必要性

・外壁の劣化状況

・屋根、屋上防水の劣化状況

・給排水管、ガス管の劣化状況

経過年数

a 木造 ：30年

b 簡易耐火構造平屋 ：30年

c 簡易耐火構造2階建 ：45年

d 耐火構造 ：35年
※住戸面積50㎡未満又は3階建以上EV無

e 耐火構造 ※dを除く ：70年

維持管理候補 改善候補 建替候補
用途廃止候補

事業主体変更候補

■１次判定（技術的判定）

不適適

不適適 不適適

立地環境等の社会的特性

需要（応募状況等） 立地（利便性・災害危険区域等） 効率性（混在状況等）

■２次判定（総合的判定）

事業主体変更維持管理 改善 建替 用途廃止 新規整備

・住棟により判定結果が異なる団地（集約・再編等）

・地域の公営住宅ストックや入居者の移転先の状況

・建替までの活用期間、市町村との協議状況、その他個別事情

全道的な事業量の調整や地域の課題等のほか次の事項を踏まえて判定する。

事業手法の決定
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